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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
平行光線を出射する光源装置と、裏面側偏光子と、液晶セルと、表示面側偏光子と、光拡
散層とがこの順に積層されてなる液晶表示装置であって、
前記液晶表示装置は、前記表示面側偏光子と前記光拡散層との間に、前記液晶セルで偏光
解消散乱されて発生した前記平行光線とは異なる方向に進行する光を遮る選択遮光層を備
え、
前記裏面側偏光子の吸収軸と前記表示面側偏光子の吸収軸とが直交しており、
前記選択遮光層は、ストライプ状に配置された遮光部と透光部とを有し、
前記遮光部および前記透光部のストライプ幅方向に直交する方向と、前記表示面側偏光子
の吸収軸とが平行となるように配置され、
前記液晶セルが、ホメオトロピック配列に配向させた液晶分子を含むことを特徴とする液
晶表示装置。
【請求項２】
前記選択遮光層の遮光角が、前記光源装置から出射される平行光線の半値角の０．７倍～
３．０倍の範囲である、請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項３】
前記選択遮光層の遮光角が１～１００°の範囲である、請求項１または２記載の液晶表示
装置。
【請求項４】
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前記光拡散層の拡散半値角が１０～１００°の範囲である、請求項１から３のいずれか一
項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
前記光拡散層の表面粗さＲａが０．１μｍ以下である、請求項１から４のいずれか一項に
記載の液晶表示装置。
【請求項６】
前記遮光部の厚み（Ｘ）が、前記透光部の幅（Ｙ）よりも大きい、請求項１から５のいず
れか一項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
前記遮光部の厚み（Ｘ）が、前記透光部の幅（Ｙ）の１．５倍以上である、請求項６記載
の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置（ＬＣＤ）は、液晶分子の電気光学特性を利用して、文字や画像を表示す
る素子であり、携帯電話やノートパソコン、液晶テレビ等に広く普及している。近年、Ｌ
ＣＤは、高精細化が進み、用途も多岐にわたっている。それに伴い、ＬＣＤには、コント
ラスト比の向上、広視野角化等の表示品質の向上が求められている。前記コントラスト比
は、例えば、白画像におけるＹ値（白輝度：ＹＷ）と黒画像におけるＹ値（黒輝度：ＹＢ
）から、「ＹＷ／ＹＢ」として算出される。すなわち、前記コントラスト比の向上は、前
記白輝度の向上および前記黒輝度の低下の少なくとも一方によってなされる。
【０００３】
　前述のような表示品質の向上への要求に対して、例えば、液晶セル、偏光手段、光学異
方素子および光拡散手段を有する液晶パネル、並びに面光源および集光層（ルーバー等）
を有する光源装置を備える液晶表示装置が提案されている（例えば、特許文献１（第００
３２段落、第１１図）、特許文献２参照）。この液晶表示装置において、前記集光層（ル
ーバー等）は、前記面光源からの拡散光を平行光に近づける機能を有している。また、例
えば、液晶セルとして、垂直配向モードいわゆるＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｅ
ｄ）モードの液晶セルを用い、前記液晶セルと偏光板との間に、複数枚の位相差フィルム
を備える液晶表示装置が提案されている（特許文献３参照）。前記ＶＡモードの液晶セル
を用いた液晶表示装置は、正面方向から見た場合において、ほぼ完全な黒表示が可能とな
り、コントラスト比が高いとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－１０５１３号公報
【特許文献２】特開平７－１０４２７６号公報
【特許文献３】特開２０００－１３１６９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１から３に記載の液晶表示装置によっても、なお正面方向の黒
輝度の抑制が十分なものではなく、正面方向のコントラスト比には改善の余地があった。
【０００６】
　そこで、本発明は、正面方向のコントラスト比を向上させることが可能な液晶表示装置
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００７】
　前記目的を達成するために、本発明の液晶表示装置は、
平行光線を出射する光源装置と、裏面側偏光子と、液晶セルと、表示面側偏光子と、光拡
散層とがこの順に積層されてなる液晶表示装置であって、
前記液晶表示装置は、前記表示面側偏光子と前記光拡散層との間に、前記液晶セルで偏光
解消散乱されて発生した前記平行光線とは異なる方向に進行する光を遮る選択遮光層を備
えることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　前述のとおり、本発明の液晶表示装置は、選択遮光層を有しており、前記選択遮光層が
、表示面側偏光子と光拡散層との間に配置される。これにより、前記選択遮光層が、液晶
セルで偏光解消散乱されて発生した、光源装置から出射された平行光線とは異なる方向に
進行する光を遮る。この結果、従来の液晶表示装置と比較して、正面方向の黒輝度を低く
抑えることができる。これらにより、本発明の液晶表示装置は、正面方向のコントラスト
比を向上させることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、本発明の液晶表示装置の構成の一例を示す模式断面図である。
【図２】図２は、本発明の液晶表示装置に用いられる光源装置の例を示す図である。
【図３】図３は、本発明の液晶表示装置に含まれる選択遮光層の例を示す図である。
【図４】図４は、本発明の液晶表示装置に含まれる選択遮光層と光拡散層との関係を説明
する図である。
【図５】図５は、極角と方位角の関係を示す模式図である。
【図６】図６は、実施例における選択遮光層の製造過程を説明する図である。
【図７】図７は、選択遮光層と表示面側偏光子および裏面側偏光子との関係を説明する図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明者等は、平行光線を出射する光源装置と、裏面側偏光子と、液晶セルと、表示面
側偏光子と、光拡散層とがこの順に積層されてなる液晶表示装置（いわゆる集光拡散シス
テム）において、正面方向のコントラスト比をさらに高めるために一連の研究を重ねた。
その研究過程で、本発明者等は、裏面側偏光子を経て偏光となった平行光線が液晶セルを
通過する際に、その一部が偏光解消散乱されて、前記平行光線とは異なる方向に進行する
光（偏光解消散乱光）が発生し、その偏光解消散乱光が、表示面側偏光子を通過して光拡
散層により正面方向に進行する光に変換されるため、正面方向の黒輝度が高くなり、コン
トラスト比が低下することを見出した。この知見に基づき、本発明者等は、前記偏光解消
散乱光を遮る選択遮光層を、表示面側偏光子と光拡散層との間に配置することで、液晶表
示装置の正面方向の黒輝度が高くなるのを抑制し、正面方向のコントラスト比を向上させ
ることができることを見出し、本発明に至った。
【００１１】
　前記偏光解消散乱は、前記液晶セルを構成する部材、例えば、カラーフィルター、薄膜
トランジスタ、ゲート配線、ソース配線、液晶分子、ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏ
ｘｉｄｅ）電極等により引き起こされると推定される。ただし、本発明は、この推定によ
ってなんら制限ないし限定されない。
【００１２】
　本発明の液晶表示装置において、前記選択遮光層の遮光角が、前記光源装置から出射さ
れる平行光線の半値角の０．７倍～３．０倍の範囲であることが好ましい。
【００１３】
　本発明の液晶表示装置において、前記選択遮光層の遮光角は、１～１００°の範囲であ
ることが好ましい。
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【００１４】
　本発明の液晶表示装置において、前記光拡散層の拡散半値角は、１０～１００°の範囲
であることが好ましい。
【００１５】
　本発明の液晶表示装置において、前記光拡散層の表面粗さＲａが０．１μｍ以下である
ことが好ましい。
【００１６】
　本発明の液晶表示装置において、前記裏面側偏光子の吸収軸と前記表示面側偏光子の吸
収軸とは、直交していることが好ましい。
【００１７】
　本発明の液晶表示装置において、前記選択遮光層は、ストライプ状に配置された遮光部
と透光部とを有し、前記遮光部および前記透光部のストライプ幅方向に直交する方向と、
前記表示面側偏光子の吸収軸とが平行となるように配置されることが好ましい。
【００１８】
　本発明の液晶表示装置において、前記遮光部の厚み（Ｘ）は、前記透光部の幅（Ｙ）よ
りも大きいことが好ましく、前記遮光部の厚み（Ｘ）は、前記透光部の幅（Ｙ）の１．５
倍以上であることがより好ましい。
【００１９】
　本発明の液晶表示装置において、前記液晶セルは、ホメオトロピック配列に配向させた
液晶分子を含むことが好ましい。
【００２０】
　つぎに、本発明について詳細に説明する。ただし、本発明は、以下の記載により制限さ
れない。
【００２１】
１．本発明の液晶表示装置の全体構成
　図１の模式断面図に、本発明の液晶表示装置の構成の一例を示す。図示のとおり、この
液晶表示装置１００は、液晶セル１３と、表示面側偏光子１１と、裏面側偏光子１６と、
平行光線を出射する光源装置１４と、光拡散層１５とを主要な構成部材として備える。前
記光拡散層１５は、前記液晶セル１３の表示面側（同図において上側）に配置されている
。前記光源装置１４は、前記液晶セル１３の裏面側（同図において下側）に配置されてい
る。前記表示面側偏光子１１は、前記光拡散層１５と前記液晶セル１３との間に配置され
ている。前記裏面側偏光子１６は、前記液晶セル１３と前記光源装置１４との間に配置さ
れている。本発明の液晶表示装置１００は、選択遮光層１２を含む。前記選択遮光層１２
は、前記表示面側偏光子１１と前記光拡散層１５との間に配置されている。
【００２２】
　本発明の液晶表示装置の各構成部材の間には、任意の接着層（図示せず）や、任意の光
学部材（好ましくは、等方性を示すもの）が配置されてもよい。
【００２３】
　つぎに、本発明の液晶表示装置に用いられる各構成部材について説明する。
【００２４】
２．平行光線を出射する光源装置
　本発明に用いられる光源装置は、平行光線を出射する光源装置である。前記平行光線を
出射する光源装置としては、例えば、拡散光を出射する面光源と、前記面光源よりも表示
面側に配置され、前記拡散光を平行光線に変換する部材とを備える光源装置（以下、「第
１の光源装置」ということがある）があげられる。また、前記平行光線を出射する光源装
置としては、例えば、平行光線を出射する面光源を備える光源装置（以下、「第２の光源
装置」ということがある）があげられる。
【００２５】
　前記第１の光源装置としては、例えば、図２（ａ）に示すように、光源３４、プロジェ
クションレンズ３５、スポット状スリット３６およびアルミ鏡面反射板３７を含む面光源
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３１と、拡散光を平行光線に変換する部材として、前記面光源３１の前面側に配置された
フレネルレンズ３２と、前記フレネルレンズ３２の前面側に配置された拡散シート３３と
を備える光源装置があげられる。また、前記第１の光源装置としては、例えば、図２（ｂ
）に示すように、面光源４１と、前記拡散光を平行光線に変換する部材として、第一集光
素子４２および第二集光素子４３とを備える光源装置があげられる。前記第一集光素子４
２は、例えば、図２（ｃ）に示すように、レンチキュラーレンズ（または砲弾型レンズ）
４４であって、前記レンズ４４の焦点以外の部分の平滑面側に遮光層（または反射層）４
５を設けてなるものである。前記第二集光素子４３は、例えば、前記第一集光素子４２と
同様の構成を有し、前記第一集光素子４２よりも表示面側に前記第一集光素子４２と直交
して配置される。また、前記第１の光源装置としては、例えば、図２（ｄ）に示すように
、サイドライト型ＬＥＤ５３および導光板５４を含む面光源５１と、前記拡散光を平行光
線に変換する部材として、前記面光源５１側に凸部を有する変角プリズム５２とを備える
光源装置があげられる。また、前記第１の光源装置としては、例えば、図２（ｅ）に示す
ように、面光源６１と、前記拡散光を平行光線に変換する部材として、ルーバー６２とを
備える光源装置があげられる。前記ルーバー６２としては、例えば、光を吸収する光吸収
樹脂６３と光を透過する光透過樹脂６４とを横方向に交互に積層したものがあげられる。
なお、前記拡散光を平行光線に変換する部材は、前記液晶セルの裏面側に貼り付けられて
いてもよい。前記第２の光源装置としては、例えば、図２（ｆ）に示すように、砲弾型Ｌ
ＥＤ７１を配列した光源装置があげられる。
【００２６】
　前記光源装置が出射する平行光線の出射方向は、後述する選択遮光層の透過方向に応じ
て適宜選択されるが、好ましくは、正面方向である。また、前記光源装置が出射する平行
光線の半値角は、６０°以下であることが好ましく、より好ましくは４０°以下であり、
さらに好ましくは２０°以下である。
【００２７】
３．裏面側偏光子および表示面側偏光子
　本発明に用いられる偏光子は、自然光や偏光から任意の偏光に変換し得る。前記偏光子
は、好ましくは、自然光または偏光を直線偏光に変換するものである。このような偏光子
は、入射する光を直交する２つの偏光成分に分けたとき、そのうちの一方の偏光成分を透
過させる機能を有し、且つ、他方の偏光成分を、吸収、反射、および散乱等によって透過
させないものである。
【００２８】
　前記偏光子は、例えば、ヨウ素若しくは二色性染料を含有するポリビニルアルコール系
樹脂を含む高分子フィルムを延伸して得たもの、光活性分子を有する層、またはラビング
処理された基板等の配向制御体上で二色性分子を配向させて得たものなど、種々のものを
用いることができる。
【００２９】
　前記偏光子は、例えば、その片面または両面に保護膜（前面保護膜および／または背面
保護膜）が積層された形態として用いられる。前記前面保護膜の少なくとも一方には、表
面処理層（例えば、防眩層、ハードコート層）を有してもよい。前記保護膜としては、高
分子フィルム等の任意の適切なものを用いることができ、例えば、市販の高分子フィルム
をそのまま用いることができる。前記保護膜が両面に積層された偏光子の厚みは、例えば
、２０～３００μｍの範囲である。
【００３０】
　前記裏面側偏光子と前記表示面側偏光子とは、互いの吸収軸が直交する関係となるよう
に配置されることが好ましい。前記「直交」とは、実質的に直交している場合を含み、前
記実質的に直交している場合とは、例えば、９０°±２°の範囲であり、好ましくは、９
０°±１°の範囲である。また、本発明において、「平行」とは、実質的に平行の場合を
含み、前記実質的に平行の場合とは、例えば、０°±２°の範囲であり、好ましくは、０
°±１°の範囲である。
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【００３１】
４．液晶セル
　本発明に用いられる液晶セルとしては、任意の適切なものが採用され得る。前記液晶セ
ルとしては、例えば、薄膜トランジスタを用いたアクティブマトリクス型のもの、単純マ
トリクス型のもの等があげられる。前記液晶セルは、通常、一対の基板と、前記一対の基
板に挟持された表示媒体としての液晶層とを含む。
【００３２】
　前記液晶セルは、ホメオトロピック配列に配向させた液晶分子を含むことが好ましく、
駆動モードの分類による具体例としては、ツイスティッド・ネマチック（ＴＮ）モード、
バーティカル・アラインメント（ＶＡ）モード、光学補償複屈折（ＯＣＢ）モード、垂直
配向型電界制御複屈折（ＥＣＢ）モード、ブルー相モード等があげられる。これらの中で
も、前記ＶＡモードが特に好ましい。
【００３３】
　前記ＶＡモードの液晶セルは、例えば、特開平１１－２５８６０５号公報に記載されて
いるように、電極にスリットを形成したものや、表面に突起を形成した基材を用いること
によって、マルチドメイン化したものであってもよい。このような液晶セルは、例えば、
シャープ（株）製の商品名「ＡＳＶ（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｕｐｅｒ　Ｖｉｅｗ）モード
」、同社製の商品名「ＣＰＡ（Ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ　Ｐｉｎｗｈｅｅｌ　Ａｌｉｇｎｍ
ｅｎｔ）モード」、富士通（株）製の商品名「ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅ
ｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード」、三星電子（株）製の商品名「ＰＶＡ（Ｐ
ａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード」、同社製の商品名
「ＥＶＡ（Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード」、三洋
電機（株）製の商品名「ＳＵＲＶＩＶＡＬ（Ｓｕｐｅｒ　Ｒａｎｇｅｄ　Ｖｉｅｗｉｎｇ
　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）モード」等があげられる。前記ＶＡモードの
液晶セルとしては、例えば、市販の液晶表示装置に搭載されているものをそのまま用いて
もよい。本発明は、電圧無印加時にホメオトロピック配列するモードに特に有効である。
また、前記液晶セルの駆動モードは、面内スイッチング（ＩＰＳ）モードであることも好
ましい。
【００３４】
５．選択遮光層
　前記選択遮光層は、前記表示面側偏光子と前記光拡散層との間に配置される。これによ
り、前記液晶セルを通過する光のうち、前記液晶セルでの偏光解消散乱により発生した前
記光源装置から出射された平行光線とは異なる方向に進行して表示面側偏光子から漏れて
きた光を遮ることができる。この結果、液晶表示装置の正面方向の黒輝度を低く抑えるこ
とができ、正面方向のコントラスト比を向上させることが可能である。なお、前記選択遮
光層は、少なくとも一部（背面側部分）が前記表示面側偏光子と前記光拡散層との間に配
置される限り、残りの部分（表示面側部分）が前記光拡散層内に配置されていてもよい（
図４（ｃ）～（ｆ）等）。
【００３５】
　前記選択遮光層は、バックライト光の斜め出射光を透過して、かつ、液晶セルから発せ
られる斜め方向の偏光解消散乱光を選択的に吸収することが好ましい。したがって、前記
選択遮光層の遮光角は、前述の光源装置から出射される平行光線の半値角の０．７倍～３
．０倍の範囲であることが好ましい。より好ましくは１．０倍～２．０倍の範囲である。
前記遮光角が、平行光線の半値角の０．７倍未満である場合は、選択遮光層は光源装置か
ら出射される光も吸収してしまうため、白輝度の大幅な低下を招く。一方で、前記遮光角
が、平行光線の半値角の３．０倍を上回る場合は、光源装置から出射される光は選択遮光
層を透過するが、液晶セルから発せられる偏光解消散乱光を効率よく吸収できないため、
正面方向のコントラスト比を向上させるという効果は、得られにくい。具体的には、前記
選択遮光層の遮光角は、１～１００°の範囲であることが好ましく、より好ましくは５～
６０°の範囲であり、さらに好ましくは１０～４０°の範囲である。前記選択遮光層の遮
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光角は、最大透過率の１／２の透過率を示す２点の間の角度範囲を示す。なお、本発明に
おいて、前記選択遮光層に異方性がある場合には、選択遮光層の遮光角とは、全方位にお
ける遮光角のうち最小の値をいう。
【００３６】
　前記選択遮光層は、例えば、その面内に光を遮る（例えば、吸収、反射、散乱等であり
、好ましくは、吸収）遮光部と、光を透過する透光部とを有する。前記選択遮光層の形態
としては、例えば、図３（ａ）に示すように、遮光部１２ａと透光部１２ｂとが、選択遮
光層の面内の一方向に交互に配置された形態（ストライプ状の形態）があげられる。この
ような形態であれば、構造が簡易であるため生産性に優れる。この形態において、前記遮
光部１２ａの厚み（Ｘ）は、好ましくは２０～４００μｍの範囲であり、より好ましくは
４０～３００μｍの範囲である。前記透光部１２ｂの幅（Ｙ）は、前記選択遮光層の全光
線透過率を小さくしないという観点から、前記遮光部１２ａの幅より大きいことが好まし
い。前記透光部１２ｂの幅（Ｙ）は、好ましくは２０～２００μｍの範囲であり、より好
ましくは３０～１５０μｍの範囲である。前記遮光部１２ａの幅は、好ましくは０．１～
２０μｍの範囲であり、より好ましくは１～１５μｍの範囲である。前記遮光部１２ａの
厚み（Ｘ）は、前記透光部１２ｂの幅（Ｙ）よりも大きいことが好ましい。このようにす
れば、前記偏光解消散乱により発生した前記光源装置から出射された平行光線とは異なる
方向に進行する光をより遮ることができる。前記遮光部１２ａの厚み（Ｘ）は、前記透光
部１２ｂの幅（Ｙ）の１．５倍以上であることがより好ましく、１．５～３．０倍の範囲
であることがさらに好ましい。また、前記選択遮光層の形態としては、例えば、図３（ｂ
）に示すように、図３（ａ）で示した前記選択遮光層同士を直交するように積層させた形
態があげられる。このような形態であれば、前記偏光解消散乱により発生した前記光源装
置から出射された平行光線とは異なる方向に進行する光をより遮ることができ、コントラ
スト比をより向上させることができる。また、前記選択遮光層の形態としては、例えば、
図３（ｃ）に示すように、遮光部１２ａが格子状に形成された形態があげられる。この形
態においては、例えば、前記格子内が透光部１２ｂとなる。前記透光部１２ｂは、透光部
を形成する材料により形成されていることが好ましいが、例えば、空間であってもよい。
このような形態であれば、一層の選択遮光層で前記偏光解消散乱により発生した前記光源
装置から出射された平行光線とは異なる方向に進行する光をより遮ることができ、かつ薄
型化が可能である。また、前記選択遮光層の形態としては、例えば、図３（ｄ）に示すよ
うに、遮光部１２ａがハニカム状に形成された形態があげられる。この形態においては、
例えば、前記ハニカム内が透光部１２ｂとなる。前記ハニカム内の透光部１２ｂは、透光
部を形成する材料により形成されていることが好ましいが、空間であってもよい。このよ
うな形態であれば、一層の選択遮光層で前記偏光解消散乱により発生した前記光源装置か
ら出射された平行光線とは異なる方向に進行する光をより遮ることができ、かつ薄型化が
可能である。また、前記選択遮光層の形態としては、例えば、図３（ｅ）に示すように、
遮光部１２ａが台形状である形態があげられる。なお、図３に示すように、これらの例の
選択遮光層における前記遮光部は、前記選択遮光層の厚み方向（同図において、縦方向）
に対して水平である。ただし、本発明の液晶表示装置に用いることのできる選択遮光層は
、これに限定されない。前記遮光部は、例えば、前記選択遮光層の厚み方向に対して、所
望の角度で傾いていてもよい。前記角度は、特に限定されず、光源装置の配置等に応じて
、適宜設定することができる。
【００３７】
　前記選択遮光層は、従来公知の方法で製造することができる。前記選択遮光層は、例え
ば、以下のようにして製造することができる。すなわち、まず、前記遮光部を形成する材
料と前記透光部を形成する材料とを用いて、前記遮光部と前記透光部とを含む積層シート
を作製する。ついで、各積層シートの前記遮光部と前記透光部とが交互になるように、積
層することで積層体を形成する。ついで、この積層体を、熱および圧力をかけて融着し、
積層面と直交する方向に沿って所定の厚みにスライスすることにより製造することができ
る。前記選択遮光層の材料および製造方法としては、例えば、特公平６－５０６０５号公
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報、特許第３０４３０６９号公報、特許第３１３００３０号公報、特公平８－１１２１１
号公報、特開２００７－２７９４２４号公報、特開２００７－８６１４２号公報等、また
は特開２００４－３７６７１号公報に記載の材料および製造方法があげられる。
【００３８】
　図７に示すように、前記選択遮光層１２２は、ストライプ状に配置された遮光部１２２
ａと透光部１２２ｂとを有している。同図において、図１と同一部分には、同一符号を付
している。前記遮光部１２２ａおよび透光部１２２ｂのストライプ幅方向（矢印Ｄ）に直
交する方向（矢印Ｃ；同図において、左右方向）と前記表示面側偏光子１２１の吸収軸方
向（矢印Ｂ）とが平行となるように（前記遮光部１２２ａおよび透光部１２２ｂのストラ
イプ幅方向に直交する方向（矢印Ｃ）と前記裏面側偏光子１２６の吸収軸方向（矢印Ａ）
とが直交するように）配置されていることが好ましい。この理由は次のとおりである。す
なわち、ホメオトロピック配列に配向させた液晶分子１２３を含む液晶セル（例えば、Ｖ
Ａモードの液晶セル）を用い、前記表示面側偏光子１２１と前記裏面側偏光子１２６とが
、前記表示面側偏光子１２１の吸収軸（矢印Ｂ）と前記裏面側偏光子１２６の吸収軸（矢
印Ａ）とが直交するように配置されている液晶表示装置１２０において、例えば、水平方
向に振動する直線偏光（Ｐ偏光）が前記液晶セルに入射した場合には、前記水平方向より
も垂直方向への偏光解消散乱が強くなる。一方、前記液晶表示装置１２０において、例え
ば、垂直方向に振動する直線偏光（Ｓ偏光）が前記液晶セルに入射した場合には、前記垂
直方向よりも水平方向への偏光解消散乱が強くなる。したがって、前述のように、ホメオ
トロピック配列に配向させた液晶分子を含む液晶セルを用い、前記表示面側偏光子と前記
裏面側偏光子とが、前記表示面側偏光子の吸収軸と前記裏面側偏光子の吸収軸とが直交す
るように配置されている液晶表示装置において、前記選択遮光層を、前記ストライプ幅方
向に直交する方向（遮光部の長さ方向）と前記表示面側偏光子の吸収軸とが平行となるよ
うに配置すれば、光利用効率を維持しながら、前記偏光解消散乱により発生した前記光源
装置から出射された平行光線とは異なる方向に進行する偏光解消散乱光をより効果的に遮
ることができる。
【００３９】
６．光拡散層
　本発明に用いられる光拡散層は、従来公知のものを用いることができる。前記光拡散層
は、例えば、基材フィルム上に、ポリマー微粒子、シリカ微粒子、シリコーン微粒子等の
微粒子を分散させたハードコート形成材料を塗工して得た形態であってもよいし、前記選
択遮光層の表面等に前記微粒子が分散された複合部材の形態等であってもよい。
【００４０】
　前記選択遮光層が、例えば、図１に示すように、前記表示面側偏光子と前記光拡散層と
の間に配置されており、前記光拡散層が前記単独部材の形態である場合には、図４（ａ）
および（ｂ）に示すように、前記光拡散層１５は、例えば、前記選択遮光層１２の表面（
同図において、上側の面）に配置される。また、前記光拡散層が前記複合部材の形態であ
る場合には、図４（ａ）および（ｂ）に示すように、前記光拡散層１５は、例えば、前記
選択遮光層１２の表面に前記微粒子が分散された形態であってもよい。また、前記光拡散
層の少なくとも一部が前記選択遮光層より表示面側に配置されれば、図４（ｃ）に示すよ
うに、前記光拡散層１５は、その一部が前記選択遮光層１２に埋没した形態であってもよ
いし、図４（ｄ）および（ｅ）に示すように、そのほぼ全部が前記選択遮光層１２に埋没
した形態であってもよい。図４（ｃ）～（ｅ）に示すような形態であれば、前記光拡散層
と前記選択遮光層とを一体化できるので、薄型化が可能である。前記光拡散層と前記選択
遮光層とを積層した部材は、単独で用いてもよいし、例えば、図４（ｆ）に示すように、
２つ以上をそれぞれ直交させて積層して用いてもよい。
【００４１】
　前記光拡散層の拡散特性は、拡散半値角が、１０～１００°の範囲であることが好まし
い。前記光拡散層の拡散半値角は、例えば、レーザー光等の平行光線が前記光拡散層に正
面入射されたときの光拡散輝度の直進透過成分を除く正面拡散輝度が半減する角度の左右
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方向または上下方向の和とすることができる。前記拡散半値角が１０°未満である場合、
斜め方向の均一な明るさを確保できなくなるおそれがある。また、前記拡散半値角が１０
０°を超える場合、光拡散層と空気との界面における全反射により、光拡散層表面から光
が出射できない広角散乱光成分が発生する。この広角散乱光成分が他の画素やパネル内部
へ反射・拡散することにより、画質の劣化を引き起こすおそれがある。前記拡散半値角は
、より好ましくは２０～８０°の範囲であり、さらに好ましくは３０～７５°の範囲であ
る。
【００４２】
　前記光拡散層の拡散特性は、ヘイズ値では、９０～９９％の範囲であることが好ましい
。前記ヘイズ値は、より好ましくは９２～９９％の範囲であり、さらに好ましくは９５～
９９％の範囲である。
【００４３】
　さらに、光拡散層は、表面が平滑であることが好ましい。このような光拡散層を用いる
と、パネル内部から出射されるバックライト光が、光拡散層内部または光拡散層と空気と
の界面において、再びパネル内部に光回帰することを防ぐことができる。したがって、パ
ネル内部での迷光を発生させにくいため、前記迷光による正面方向のコントラスト比の低
下を防ぐことができる。
【００４４】
　前記光拡散層は、好ましくは、平滑な表面を有する内部拡散方式の光拡散層である。こ
のような光拡散層の表面粗さＲａは、好ましくは０．１μｍ以下であり、より好ましくは
０．０７μｍ以下であり、さらに好ましくは、０．０４μｍ以下である。このような平滑
な表面を有する光拡散層を有していれば、表面の凹凸を利用する光拡散層で見られるよう
な、空気との界面での全反射による拡散光回帰が生じない。そのため、正面方向のコント
ラスト比を低下させることがないので好ましい。なお、前記表面粗さＲａは、ＪＩＳ　Ｂ
　０６０１（１９９４年版）に規定する算術平均表面粗さ（μｍ）である。
【００４５】
　前記光拡散層の表面には、必要に応じて、反射防止層を設けることもできる。前記反射
防止層によって、光拡散層から出射される光の、前記光拡散層と空気との界面での反射を
防ぐことができ、拡散光回帰が生じないので好ましい。前記反射防止層としては、フッ素
樹脂、含フッ素樹脂および中空ナノシリカ粒子等の中空ナノ粒子を含む樹脂等から形成さ
れた層、又は、モスアイなどのナノ構造反射防止層等があげられる。これらの層は、厚み
が０．０５～１μｍの範囲であることが好ましい。前記樹脂は、ゾルゲル法、イソシアネ
ートによる熱硬化、アクリルなどの不飽和重合性架橋基と光開始剤による電離放射線硬化
等の硬化方法で硬化させることができる。前記反射防止層の屈折率は、１．２～１．５の
範囲であることが好ましい。前記反射防止層を設けることによって得られる前記光拡散層
表面の反射率は、０．１～３．５％であることが好ましい。
【００４６】
７．その他の構成部材
　本発明の液晶表示装置は、その他の構成部材として、例えば、位相差板を含んでもよい
。前記位相差板は、特に制限されず、例えば、従来公知のものを使用することができる。
【実施例】
【００４７】
　つぎに、本発明の実施例について比較例と併せて説明する。なお、本発明は、下記の実
施例および比較例によってなんら限定ないし制限されない。また、各実施例および各比較
例における各種特性および物性の測定および評価は、下記の方法により実施した。
【００４８】
（液晶表示装置の正面方向のコントラスト比）
　２３℃の暗室で光源装置を点灯させてから３０分経過した後、コノスコープ（ＡＵＴＲ
ＯＮＩＣ－ＭＥＬＣＨＥＲＳ社製）を用いて、白画像および黒画像を表示した場合の、正
面方向のＸＹＺ表示系のＹ値を測定した。白画像におけるＹ値（ＹＷ：白輝度）と、黒画
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像におけるＹ値（ＹＢ：黒輝度）とから、コントラスト比「ＹＷ／ＹＢ」を算出した。
【００４９】
（液晶表示装置の斜め方向のコントラスト比）
　２３℃の暗室で光源装置を点灯させてから３０分経過した後、コノスコープ（ＡＵＴＲ
ＯＮＩＣ－ＭＥＬＣＨＥＲＳ社製）を用いて、白画像および黒画像を表示した場合の、極
角６０°方向で方位角を０°～３６０°に変化させ、方位角４５°、１３５°、２２５°
、３１５°におけるＸＹＺ表示系のＹ値を測定した。白画像におけるＹ値（ＹＷ：白輝度
）と、黒画像におけるＹ値（ＹＢ：黒輝度）とから、斜め方向のコントラスト比「ＹＷ／
ＹＢ」を算出し、方位角４５°、１３５°、２２５°、３１５°における斜め方向のコン
トラスト比の平均値を求めた。なお、方位角および極角は、図５に示すとおりであり、方
位角０°は、３時の方向を表す。
【００５０】
（光源装置が出射する平行光線の半値角）
　コノスコープ（ＡＵＴＲＯＮＩＣ－ＭＥＬＣＨＥＲＳ社製）を用いて、光源装置から出
射される光の全方位（極角０°～８０°）における輝度を測定した。この測定結果から、
最大輝度の１／２の値を示す２点（左右方向または上下方向の２点）の角度の和を、光源
装置が出射する平行光線の半値角とした。
【００５１】
（選択遮光層の遮光角）
　まず、半値角が１００°程度の拡散光源の上方に選択遮光層を配置し、コノスコープ（
ＡＵＴＲＯＮＩＣ－ＭＥＬＣＨＥＲＳ社製）を用いて、前記選択遮光層の上面における透
過光の全方位（極角０°～８０°）における輝度を測定した（Ｌ１）。ついで、前記拡散
光源のみの輝度を測定した（Ｌ２）。両者の輝度測定の結果から、透過率を算出し（Ｌ１
／Ｌ２）、最大透過率の１／２の値を示す２点（暗色層（遮光部）の長さ方向に対して直
交する向きの２点）の角度（極角）の和の値を、選択遮光層の遮光角とした。なお、前記
暗色層（遮光部）の長さ方向に対して直交する向きでの遮光角が、後述の実施例において
は、全方位における遮光角のうち最小の値を示している。
【００５２】
（光拡散層の拡散半値角）
　光拡散層に緑色レーザー光を照射し、コノスコープ（ＡＵＴＲＯＮＩＣ－ＭＥＬＣＨＥ
ＲＳ社製）を用いて、発生した拡散光の全方位（極角０°～８０°）における輝度を測定
した。この測定結果から、正面拡散輝度の１／２の値を示す２点（左右方向または上下方
向の２点）の角度の和を、光拡散層の拡散半値角とした。
【００５３】
［実施例１］
〔平行光線を出射する光源装置の作製〕
　図２（ａ）に示す構成の光源装置を作製した。この例の光源装置において、前記光源３
４は、１００Ｗのメタルハライドランプ光源を用いた。前記スポット状スリット３６は、
スリット幅φが２０ｍｍのものを用いた。前記アルミ鏡面反射板３７は、反射率が９０％
のものを用いた。前記フレネルレンズ３２は、アクリル製、サイズが対角２０インチ、焦
点距離ｆが４０ｃｍのものを用いた。前記拡散シート３３は、Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｏｐｔ
ｉｃｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社製の商品名「Ｈｏｌｏｇｒａｐｈｉｃ　Ｄｉｆｆｕｓ
ｅｒｓ　ＬＳＤ５ＰＥ５－１０」を用いた。この光源装置が出射する平行光線の半値角は
、１３°であった。
【００５４】
〔液晶セルの準備〕
　ＶＡモードの液晶セルを含む市販の液晶表示装置（ソニー（株）製、商品名「ブラビア
ＫＤＬ２０Ｊ」）から液晶パネルを取り出し、液晶セルの上下に配置されていた偏光板等
の光学フィルムを全て取り除いた。この液晶セルのガラス板の表裏を洗浄し、液晶セルを
準備した。
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【００５５】
〔表示面側複合偏光板の作製〕
（１）表示面側偏光板の準備
　偏光板（日東電工（株）製、商品名「ＳＥＧ１４２３ＤＵ」）を準備した。この偏光板
は、離型フィルム、粘着層、背面保護膜、偏光子、前面保護膜および表面保護層が、この
順に積層されたものである。前記偏光子が、本発明における表示面側偏光子に相当する。
【００５６】
（２）選択遮光層の作製
　図６を参照して、選択遮光層の製造過程を説明する。まず、セルロースアセテートブチ
レート（ＣＡＢ、イーストマンケミカル社製）９５重量部に、カーボンブラック（Ｄｅｇ
ｕｓｓａ社製、商品名「ＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ２５０」）５重量部を添加して、２
２０℃にて混練することにより樹脂組成物を得た。ついで、この樹脂組成物と前記ＣＡＢ
とを２２０℃にて共押出しすることにより、前記樹脂組成物を含む暗色層（遮光部）１２
ａと前記ＣＡＢを含む透明層（透光部）１２ｂとが積層された二層積層シート１１１（総
厚み：０．１３２ｍｍ、暗色層（遮光部）の厚み／透明層（透光部）の厚み＝１／１０）
を作製した（図６（ａ））。ついで、この二層積層シート１１１を裁断して短冊状にし、
約５０００枚を垂直方向に積層した。ついで、この積層物の側面部および上部から圧力（
２００Ｎ／ｍ２）を加えながら１６０℃に加熱することにより、各二層積層シート同士を
融着させ、積層融着体１１２を作製した（図６（ｂ））。ついで、この積層融着体１１２
の積層断面を、厚み０．２５ｍｍにスライスする（図６（ｂ）における二点鎖線）ことに
より、選択遮光層１２を作製した（図６（ｃ））。この選択遮光層１２における暗色層（
遮光部）１２ａの厚み（Ｘ）は、透明層（透光部）１２ｂの幅（Ｙ）の２．０８倍であっ
た。また、この選択遮光層１２の遮光角は、２５°であった。これは、前記光源装置から
出射される平行光線の半値角の１．９倍である。この選択遮光層１２の一方の面には、さ
らに、アクリル系粘着層１１３（厚み２３μｍ）を転着させた（図６（ｄ））。
【００５７】
（３）光拡散層の作製
　まず、ハードコートモノマー液（ＤＩＣ（株）製、商品名「ＰＣ１０７０」）１００重
量部に、シリコーン微粒子（モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ・ジャパン社
製、商品名「トスパール１２０」）３５重量部を添加して、１時間攪拌することで混合し
た。脱泡後の前記混合物を、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム（富士フイルム
（株）製、商品名「ＴＤ８０ＵＺ」）の一方の面に塗工した。ついで、前記塗工フィルム
を、１００℃にて２分間乾燥させた後、高圧水銀ランプを用いて、塗工面に、前記高圧水
銀ランプの紫外線３６５ｎｍでの積算光量が３００ｍＪ／ｃｍ２となるように照射して、
４５μｍの塗工厚みを有する光拡散ハードコートＴＡＣフィルムを作製した。光拡散層の
表面は平滑であり、表面粗さＲａは０．０１μｍであった。なお、表面粗さＲａは、次の
ようにして測定した。前記ＴＡＣフィルムの光拡散層が形成されていない面に、ＭＡＴＳ
ＵＮＡＭＩ社製のガラス板（厚み１．３ｍｍ）を粘着剤で貼り合わせ、高精度微細形状測
定器（商品名；サーフコーダＥＴ４０００、（株）小坂研究所製）を用いて前記光拡散層
の表面形状を測定し、算術平均表面粗さＲａを求めた。なお、前記高精度微細形状測定器
は、前記算術平均表面粗さＲａを自動算出する。前記算術平均表面粗さＲａは、ＪＩＳ　
Ｂ　０６０１（１９９４年版）に基づくものである。この光拡散ハードコートＴＡＣフィ
ルムの拡散半値角は、６０°であった。この光拡散ハードコートＴＡＣフィルムには、さ
らに、アクリル系粘着層（厚み２３μｍ）を転着させた。
【００５８】
（４）複合偏光板の作製
　まず、前記表示面側偏光板の前記表面保護層側の面に、前記偏光子の吸収軸と前記選択
遮光層の前記暗色層（遮光部）の長さ方向とが平行となるように、前記選択遮光層を、前
記選択遮光層の粘着層を介して、貼着した。ついで、前記選択遮光層の前記偏光子とは反
対側の面に、前記光拡散層を、前記光拡散層の粘着層を介して、貼着した。このようにし
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て、光拡散層が一体化された本実施例で用いる複合偏光板を作製した。
【００５９】
〔裏面側偏光板の準備〕
　前記表示面側偏光板と同様の偏光板で、前記表面保護層を除いたものを準備した。
【００６０】
〔位相差板の準備〕
　二軸性位相差板（日東電工（株）製、商品名「ＮＺＢ　５５－２４０」）を準備した。
これを位相差板とした。
【００６１】
〔液晶表示装置の作製〕
　前記液晶セルの表示面側に、前記表示面側複合偏光板を、前記表示面側偏光子の吸収軸
方向が前記液晶セルの長辺方向と平行となるように、前記複合偏光板の粘着層を介して、
貼着した。ついで、前記液晶セルの裏面側に、前記位相差板を、前記位相差板の遅相軸方
向が前記液晶セルの長辺方向と平行となるように、アクリル系粘着剤（厚み：２０μｍ）
を介して、貼着した。ついで、前記位相差板の液晶セルとは反対側の面に、前記裏面側偏
光板を、前記裏面側偏光子の吸収軸方向が、前記液晶セルの長辺方向と直交するように、
前記裏面側偏光板の粘着層を介して、貼着した。このとき、前記表示面側偏光子の吸収軸
と前記裏面側偏光子の吸収軸とは直交していた。このようにして得た液晶表示パネルの背
面側に、前記光源装置を配置し、本実施例の液晶表示装置を作製した。本実施例の液晶表
示装置の特性を、下記表１に示す。
【００６２】
［比較例１］
〔複合偏光板の作製〕
　前記表示面側偏光板の前記表面保護層側の面に、前記選択遮光層を介することなく、前
記光拡散層を前記光拡散層の粘着層を介して貼着した。このようにして、本比較例で用い
る複合偏光板を作製した。
【００６３】
〔液晶表示装置の作製〕
　前記液晶セルの表示面側に、前記複合偏光板を、前記表示面側偏光子の吸収軸方向が前
記液晶セルの長辺方向と平行となるように、前記複合偏光板の粘着層を介して、貼着した
こと以外は、実施例１と同様にして、本比較例の液晶表示装置を作製した。本比較例の液
晶表示装置の特性を、下記表１に示す。
【００６４】
［比較例２］
〔液晶表示装置の作製〕
　裏面側偏光板の前記液晶セルとは反対側の面に、前記裏面側偏光子の吸収軸と前記選択
遮光層の前記暗色層（遮光部）の長さ方向とが直交となるように、前記選択遮光層を、前
記選択遮光層の粘着層を介して、貼着したこと以外は、比較例１と同様にして、本比較例
の液晶表示装置を作製した。本比較例の液晶表示装置の特性を、下記表１に示す。
【００６５】
（表１）
　　　　　　　　　　　　　　　　実施例１　　　比較例１　　　比較例２
　　正面方向の白輝度　　　　　　　３００　　　　４３０　　　　２９０
　　正面方向の黒輝度　　　　　　０．１４　　　０．３９　　　０．２５
　　正面方向のコントラスト比　　２１４３　　　１１０３　　　１１６０
　　斜め方向の白輝度　　　　　　　　６０　　　　　７５　　　　　５５
　　斜め方向の黒輝度　　　　　０．０２９　　０．３００　　０．１４９
　　斜め方向のコントラスト比　　２０６８　　　　２５０　　　　３６９
【００６６】
　前記表１に示すように、前記選択遮光層を前記表示面側偏光子と前記光拡散層との間に
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配置した実施例１の液晶表示装置では、正面方向の黒輝度および斜め方向の黒輝度が低く
抑えられ、正面方向のコントラスト比および斜め方向のコントラスト比が高かった。一方
、前記選択遮光層を用いなかった比較例１、および前記選択遮光層を前記裏面側偏光子と
前記光源装置との間に配置した比較例２の液晶表示装置では、正面方向の黒輝度および斜
め方向の黒輝度が高く、正面方向のコントラスト比および斜め方向のコントラスト比が低
かった。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　以上のように、本発明の液晶表示装置は、正面方向のコントラスト比を向上させること
が可能である。本発明の液晶表示装置の用途は、例えば、デスクトップパソコン、ノート
パソコン、コピー機等のＯＡ機器、携帯電話、時計、デジタルカメラ、携帯情報端末（Ｐ
ＤＡ）、携帯ゲーム機等の携帯機器、ビデオカメラ、テレビ、電子レンジ等の家庭用電気
機器、バックモニター、カーナビゲーションシステム用モニター、カーオーディオ等の車
載用機器、商業店舗用インフォメーション用モニター等の展示機器、監視用モニター等の
警備機器、介護用モニター、医療用モニター等の介護・医療機器等があげられ、その用途
は限定されず、広い分野に適用可能である。
【符号の説明】
【００６８】
１１　　　表示面側偏光子
１２　　　選択遮光層
１２ａ　　遮光部、暗色層
１２ｂ　　透光部、透明層
１３　　　液晶セル
１４　　　平行光線を出射する光源装置
１５　　　光拡散層
１６　　　裏面側偏光子
３１、４１、５１、６１　　面光源
３２　　　フレネルレンズ
３３　　　拡散シート
３４　　　光源
３５　　　プロジェクションレンズ
３６　　　スポット状スリット
３７　　　アルミ鏡面反射板
４２　　　第一集光素子
４３　　　第二集光素子
４４　　　レンチキュラーレンズまたは砲弾型レンズ
４５　　　遮光層または反射層
５２　　　変角プリズム
５３　　　サイドライト型ＬＥＤ
５４　　　導光板
６２　　　ルーバー
６３　　　光吸収樹脂
６４　　　光透過樹脂
７１　　　砲弾型ＬＥＤ
１００　　液晶表示装置
１１１　　二層積層シート
１１２　　積層融着体
１１３　　粘着層
１２０　　液晶表示装置
１２１　　表示面側偏光子



(14) JP 5536506 B2 2014.7.2

10

１２２　　選択遮光層
１２２ａ　遮光部
１２２ｂ　透光部
１２３　　ホメオトロピック配列に配向させた液晶分子
１２６　　裏面側偏光子
Ａ　　　　裏面側偏光子の吸収軸
Ｂ　　　　表示面側偏光子の吸収軸
Ｃ　　　　遮光部の長さ方向
Ｄ　　　　遮光部の幅方向
Ｘ　　　　遮光部の厚み
Ｙ　　　　透光部の幅

【図１】 【図２】
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